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国
民
健
康
保
険
税
の

　

税
率
が
統
一
さ
れ
ま
し
た

介
護
保
険
は
、
40
歳
以
上
す
べ

て
の
人
が
加
入
す
る
制
度
で
、
加

入
者
は
年
齢
に
よ
っ
て
65
歳
以
上

の
第
１
号
被
保
険
者
と
、
40
歳
以

上
65
歳
未
満
の
第
２
号
被
保
険
者

に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

介
護
保
険
料
の
決
め
方
や
納
め

方
は
そ
れ
ぞ
れ
異
な
り
、
１
号
被

保
険
者
の
介
護
保
険
料
は
、
介
護

サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
費
用
の
総
額

（
利
用
者
負
担
を
除
く
）
の
19
％

分
に
応
じ
て
算
出
し
た
基
準
額
を

も
と
に
、
所
得
段
階
ご
と
に
決
め

ら
れ
ま
す
。

平
成
18
年
度
か
ら
の
介
護
保
険

料
は
、
所
得
の
低
い
人
の
負
担
能

力
に
、
よ
り
き
め
細
か
に
対
応
で

き
る
よ
う
、
保
険
料
の
所
得
段
階

も
５
段
階
か
ら
６
段
階
に
見
直
さ

れ
ま
し
た
。
各
段
階
の
保
険
料
の

月
額
は
、
下
表
の
と
お
り
で
す
。

納
め
方
は
、
第
１
号
被
保
険
者

が
年
金
の
天
引
き
や
、
納
付
書
で

の
支
払
い
、
２
号
被
保
険
者
は
国

民
健
康
保
険
や
職
場
の
健
康
保
険

な
ど
の
保
険
料
と
し
て
支
払
い
ま

す
。詳

し
く
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。
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介
護
保
険
料
が

　
　
　
　

変
わ
り
ま
す

平成
18年度から

所得段階 対象者 保険料（月額）

第１段階
○市民税非課税世帯で老齢福祉年金受給者
○生活保護受給者

基準額× 0.5 2,300 円

第２段階
○市民税非課税世帯で、合計所得金額＋課税年金収入額
　が 80 万円以下の人

基準額× 0.5 2,300 円

第３段階 ○市民税非課税世帯で第２段階以外の人 基準額× 0.75 3,450 円

第４段階 ○市民税非課税世帯で本人が市民税非課税の人 基準額 4,600 円

第５段階 ○本人が市民税課税で合計所得金額が 200 万円未満の人 基準額× 1.25 5,750 円

第６段階 ○本人が市民税課税で合計所得金額が 200 万円以上の人 基準額× 1.5 6,900 円

※ただし、平成 17 年１月１日現在 65 歳以上である人のうち、前年中の所得が 125 万円以下の人等につい
ては、上記の保険料が違うことがあります。

第１号被保険者の介護保険料月額（平成 18 年度～平成 20 年度）

●納入方法　納め方は年金額に応じて納入方法が下表のように分けられます。なお、
第１号被保険者として納める保険料は、資格取得日（65 歳の誕生日の
前日）になった月からです。
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職
場
の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入

し
て
い
な
い
人
は
必
ず
加
入
す
る

健
康
保
険
で
、
鹿
屋
市
で
は
、
平

成
18
年
４
月
１
日
現
在
、
２
４
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９
７
９
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帯
（
全
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数
の
約

57
％
）、
４
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，
１
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こ
の
国
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健
康
保
険
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税
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３
月
ま
で
は
旧
１
市
３
町
そ
れ
ぞ
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税
率
で
計
算
さ
れ
て
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ま
し

た
が
、
今
年
の
４
月
か
ら
左
表
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と
お
り
統
一
さ
れ
ま
し
た
。

【
問
い
合
わ
せ
】

　

市
国
保
介
護
課
管
理
係

　

☎
０
９
９
４-

43-

２
１
１
１

　

内
線
３
１
９
８
・
３
１
９
９

区分税率 医療分 介護分

所得割 8.6% 1.56%

資産割 39.2% 8.0%

均等割 24,200 円 6,400 円

平等割 24,000 円 5,200 円

○医療分（基  礎  課  税  額）＝所得割額＋資産割額＋均等割額＋平等割額

○介護分（介護納付金課税額）＝所得割額＋資産割額＋均等割額＋平等割額
※介護納付金課税額は、40歳以上 65歳未満の人が対象です。

○所得割額＝世帯の被保険者の前年中の合計所得金額から基礎控除（33万円、有所得者
ごと）した後の金額に所得割税率 8.6％（介護分は 1.56％）を乗じて得た額

○資産割額＝世帯の被保険者の本年度の固定資産税額（土地・家屋のみ）に資産割税率
39.2％（介護分は 8.0％）を乗じて得た額（共有資産についても、共有名

義人で案分した額が固定資産税額に加算されます）

○均等割額＝世帯の被保険者１人につき24,200円（介護分は対象者１人につき6,400円）
○平等割額＝１世帯に 24,000 円（介護分は対象者がいる世帯に 5,200 円）

新しい国民健康保険税の税率

※国民健康保険税は、医療分（基礎課税額）と介
護分（介護給付金課税類）が合算された税です。

国民健康保険税＝医療分　（318,200 円）＋介護分　（45,600 円）＝ 363,800 円

医療分
①所得割額（税率 8.6％）

　2,000,000 円（主の所得）－ 330,000 円（基礎控除）＝ 1,670,000 円

   　500,000 円（妻の所得）－ 330,000 円（基礎控除）＝ 170,000 円

　（1,670,000 円＋ 170,000 円）× 8.6％＝ 158,240 円

②資産割額（税率 39.2％）（本年度固定資産税額）　100,000 円

　100,000 円× 39.2％＝ 39,200 円

③均等割額（税率　24,200 円／人）（被保険者数　４人）

　４× 24,200 円＝ 96,800 円

④平等割額（１世帯あたり　24,000 円）24,000 円

　医療分年税額（100 円未満切り捨て）

　①＋②＋③＋④＝ 318,200 円

介護分・・・対象者の分のみ（例では夫のみ）
⑤所得割額（税率 1.56％）

　2,000,000 円（主の所得）－ 330,000 円（基礎控除）＝ 1,670,000 円

　1,670,000 円× 1.56％＝ 26,052 円

⑥資産割額（税率 8.0％）（本年度固定資産税額）100,000 円

　100,000 円× 8.0％＝ 8,000 円

⑦均等割額（税率 6,400 円／人）（被保険者数１人）

　１× 6,400 円＝ 6,400 円

⑧平等割額（対象者がいる１世帯あたり 5,200 円）

　5,200 円

　介護分年税額（100 円未満切り捨て）

　⑤＋⑥＋⑦＋⑧＝ 45,600 円

計算例

年金が年額 18万円以上の人 年金が年額 18万円未満の人
特別徴収　年金の定期支払い（年６回）の時に、介

護保険料があらかじめ差し引かれます。
特別徴収の対象となる年金は、老齢（退職）
年金、遺族年金、障害者年金です。

普通徴収　市が送付する納付書（口座振替）で指定の
金融機関又は郵便局で納めることになりま

す。

※老齢福祉年金等については、年金からの差し引き
の対象とはなりません。

※今年の 10 月からは、年度途中でも、条件を満たせ
ば特別徴収へ移行できます。詳しくは、お問い合
わせください。

家族構成　夫婦（夫（世帯主）42 歳、妻 38 歳）子２人（学生、収入無し）
　　　　　（前年度中の所得等）
　　　　　世帯主　営業所得：2,000,000 円…本年度　固定資産税（土地・家屋のみ）100,000 円
　　　　　妻　　　給与所得：   500,000 円　（給与収入：1,150,000 円）


